


【市長回答】
地方交付金削減は深刻な影響を与える。従って全国市長会などで国に様々な要求を
行っているが厳しいものがある。そして現行のまま推移すれば大田原市は平成２１
年に財政危機を迎える。
【勝手な解釈】
小野寺議員の第１質問に対して千保市長は市の財政情況を長々としかも早口で説明し、
理解不可能であった。だが第二質問回答で市の財政が逼迫、現行のまま推移すれば
平成２１年に財政危機を迎えると言う驚ろくべき見解を示した。
国行政の政策転換は政権政党が転覆しない限り変わらない。３年程度の短期間では
決して景気回復も見込めない。
編入前から大田原市は公共工事主体の財政運営だとも聞いているが、その地方交付
金が減額されて行く中では地方財政はますます困難になっていきます。既に財政破
綻をおこした地方自治体もあるとも聞いています。(詳細な見解は後半記事で述べます。)
事業計画の見直し、財政支出の再検討を行い、公共事業の抑制、行政組織の体質を
改革し、財政出費を削減していくことしかない。そのためには当然市長の退職金及
び報酬の見なおしを先頭に立って断行していく勇気が必要です。
更に行政組織の簡略化に関しては合併の当然な条件であったはずにもかかわらず二
人助役制度設置などは少し時代に逆行した考えなのではないかと思います。
他方、疲弊した経済環境を再生していくために本格的に取り組みが必要と思われる。
２、私達を取巻く環境
日本近海にはテポドンなどの大陸間弾道ミサイルの発射訓練が繰り返される一方、
国内に於いては何の罪もない子供が平然と殺されるといった末法思想の地獄の様相
を呈し始めた。戦後営々として築いてきた経済もバブル崩壊と共に全ての経済神話
も一挙に吹き飛んでしまった。文字通り目茶苦茶な飛んでもない時代に突入しよう
としています。その根本は国行政が弱肉強食、格差社会を容認するなどがその根本
にあるとも言える。そもそも政治とは国民一人一人の幸福を追求し、与えていくの
が根本原理であり、格差のない社会を追求するものです。しかしながら昨今の政治
は大きく変質し、極一部の人々だけを優遇する施策に転換し、社会一般に競争原理
市場主義を持ちこんだのです。そこにはこれまでの文化・伝統・技術などは一切必
要なしと言うものです。歴史・文化を持たない蛮族国家のなせる業です。その蛮族
国家の我侭が世界を席巻しようとしています。だがヨ－ロッパ諸国はそうした蛮族
国家の世界支配に抗してヨ－ロッパの大連合（EU）を作って抵抗しています。世界
に冠たる蛮族国家もヨ－ロッパの侵略民族の食い詰め者が作った国でしかない。日
本国はそうした蛮族国家によっていいように翻弄されていると言うのが実情なので
はないか。バブル崩壊後の日本の金融関連、農産物自由化に伴う日本農業の壊滅危機、
談合防止策を通じての建設業への外国資本参入準備等々・・・・。
これからの時代は確実に事なかれ主義の時代は過去の産物と化した。

即ち弱肉強食、自然淘汰を演出し競争原理を押し進め様としているわけです。
そこで地方自治体が財政破綻を引き起こした場合、国総務省管理下に置かれ、支出
面においてはその自治体の職員の給与は削減され、住民サ－ビスの面では著しく低
下は避けられず道路維持補修工事も出来ないことになります。他方、住民負担分は
公共料金の値上げ、健康保険料値上げ、保育料の値上げ、各種書類の手数料値上げ等々
更にはそれでも足らない場合は、地方自治体が持っている資産の売却が公然と行わ
れます。現実にこうした事態が発生した場合、住民の中には他市町村に移動してい
く事も考えられます。過疎化現象に一段と拍車がかかります。
従来は国民の機会均等を図るために税金配分が行われてきた。ところが税制改革に
伴って税収が上がる自治体には税配分を大きくし、少ない自治体は大きく削減する
という、これではますます大都市圏には人口が集中し、地方都市はますます過疎化
現象に悩む事になります。更には地球環境を守れが昨今の合言葉になっているが実
際は温暖化現象を促進し、地球環境を著しく破壊しているのが大都市圏であり、大
都市圏から出る大量の危険ゴミは地方へばら撒かれているのが現状です。安定５品
目といわれるゴミの有害物質は何らかの化学変化を繰り返し有害物質に変化し人体
に致命的打撃を与える危険性があります。そして水、土壌が加速度的に汚染進行し
ていきます。しかもそうした環境汚染によって悪影響が出た場合でもその解明には
半世紀もかかってしまうのです。『水俣病』がその例です。総じて言えば私達を含
めて人類は氷河期の真中に生活しているようなものです。頭上にミサイルが飛び交え、
地上の水、大気、土壌は汚染され、名前も知らない病害虫、ウィルスなどが待って
いるそうした時代です。
３、編入合併後の黒羽地域及び大田原市の課題とは
昨年の９月末日をもって黒羽、湯津上は編入されてその存在も何も消滅した。その
黒羽地域においては町民の４４４６名が編入合併反対、那須広域合併を望む意思表
示をしたが、そうした住民の声を無視するように黒羽町議会は６対１１の圧倒的大
差で編入合併へ押しきった。６名は新人議員５名＋1名と言うものであった。
ところが当時の町執行部の関係者が大田原に黒羽を売ったのは誰か非常に血生臭い
話も耳にする機会がありました。今頃そのような話を詮索するつもりもないが、全
く黒羽町の住民を無視した論議であり、住民の明日のことを考えるならば別な建設
的話もあるのではないかといいたい。そんな事を公にすれば町を一部の人々が私物
化していたと言う証明でもある。従ってこれ以上詮索論議は一切止めます。
ところで編入合併になって黒羽地域が抱える問題は編入合併時の約束事がどれだけ
具現化してもらえるか。情報公開が極端に遅れている大田原市にあっては情報も一
部の人達のみの占有物となっています。しかも秘密裏に事業を着工してしまうやり
方では如何なものか。これからの黒羽地域は過疎化現象をいかに食い止め、流出人
口を抑え、流入人口を増やさなければ、過疎が過疎を生み出すスパイダルとなって
しまう。
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